
 

 

福井県産業情報センター指定管理者募集要項 

 

 

１ 指定管理者募集の目的 

  福井県産業情報センター（以下「産業情報センター」という。）は、企業の情報化に係る

支援、企業の経営等に関する情報の提供および情報産業の育成を行い、もって本県産業の高

度化に寄与することを目的に、平成６年４月に福井県が設置した公の施設です。 

  平成１５年６月の地方自治法一部改正により、多様化する住民の方のニーズに効果的かつ

効率的に対応するため、公の施設の管理に民間の能力やノウハウを幅広く活用しつつ、住民

サービスの向上と経費の節減を図ることを目的に、指定管理者制度が設けられました。 

  産業情報センターは、福井県産業情報センターの設置および管理に関する条例（平成６年

福井県条例第５号）の規定に基づき、平成１８年４月から指定管理者制度を導入しました。 

  このたび、令和８年３月末で指定期間が満了することから、令和８年４月から産業情報セ

ンターの管理を行う事業者を募集することとしました。 

 

２ 施設の概要 

（１）概要 

名 称 福井県産業情報センター 

所在地 福井県坂井市丸岡町熊堂３－７－１－１６ 

施設規模 敷地面積   9,059.00㎡ 

建築面積   1,877.85㎡ 

延床面積   8,130.46㎡ 

施設概要 鉄骨鉄筋コンクリート造 地上８階 地下１階 

地下１階 機械室、電気室、発電機室、消火栓ポンプ室 

１階   エントランスホール、マルチホール（定員 300人） 

ふくい DXオープンラボ、産業情報資料室、 

中央監視室、自動販売機コーナー 

２階   コワーキングスペース、会議室 A（定員 24人）、 

会議室 B（定員 24人） 

３階   マルチメディアサポートセンター、相談コーナー、事務室 

４階   団体交流室、事務室 

５階   システム設計室（定員 24人）、会議室Ｃ（定員 18人） 

パソコン実習室Ａ（定員 21人）、 

パソコン実習室Ｂ（定員 21人）、事務室 

６階   技術開発室（109.16㎡ 1室、55.53㎡ 2室、55.34㎡ 2室、

54.21㎡ 2室、53.38㎡ 2室） 

７階   技術開発室（29.58㎡ 2室、26.69㎡ 6室）、共同研究室［ス

タートアップエリア］（22.11㎡ 1室、19.95㎡ 3室、15.46

㎡ 1室、13.95㎡ 3室）、コワーキングスペース 

８階   インキュベートルーム（40.65㎡ 1室、27.13㎡ 7室、26.6

㎡ 1室） 

共同研究室（36.47㎡ 1室、69.09㎡ 1室） 

技術開発室（83.96㎡ 1室） 

駐車場 （第１駐車場 39台、第２駐車場 108台）、車庫（78.96㎡） 



入居施設 （１）自動販売機  （５階）目的外使用許可面積   0.85㎡ 

  （１階）行政財産貸付面積      6.00㎡ 

（２）事務室等        目的外使用許可面積  1201.08㎡ 

 

 

 

名 称 福井県産業情報センター嶺南支所 

所在地 福井県小浜市小浜白髭 112  白髭業務棟３階内 

施設規模 延床面積   73.8㎡ 

施設概要 パソコン実習室、体験コーナー 

 

（２）設置目的（福井県産業情報センターの設置および管理に関する条例第１条） 

   企業の情報化に係る支援、企業の経営等に関する情報の提供および情報産業の育成を行

い、もって本県産業の高度化に寄与することを目的とする。 

 

３ 指定管理業務 

（１）指定管理者が行う業務（以下「指定管理業務」という。） 

  ア 利用の許可、利用の許可の取消し、利用の制限その他の利用に関する業務 

  イ 利用料金の徴収、利用料金の還付、利用料金の免除その他の利用料金に関する業務 

  ウ 産業情報センターの維持管理に関する業務  

  エ 企業の情報化に関する研修 

オ その他産業情報センターの管理に関し知事が必要と認める業務    

  

（２）留意事項 

  ア 指定管理業務の詳細は、福井県産業情報センター管理運営業務仕様書（以下「仕様書」

という。）記載のとおりとします。 

  イ 指定管理業務の全部を第三者に委託し、または請け負わせることはできません。 

    指定管理業務に係る外部委託の考え方等については、８で定める事業計画書により 

   明らかにしてください。 

  ウ 自動販売機等の運営に係る行政財産の目的外使用許可および貸付けに関する事務は

福井県が行いますので、指定管理業務には含まれません。 

  エ 指定管理業務を行う場合は、産業情報センターが指定管理者制度による施設であるこ

とを利用者等に示すため、施設内やパンフレット等に指定管理者名を表示することとし 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

（表示例） 

 福井県産業情報センターは、福井県が設置し、指定管理者の指定を受けた 

 △△△△（団体名）が管理運営を行っています。 

  

  △△△△           （住所）     （電話番号） 

  福井県産業労働部経営改革課  福井市大手 3-17-1  0776-20-0537 

    

 



  オ （１）のウ 産業情報センターの維持管理に関する業務のうち嶺南支所の施設に係る

業務については、庁舎管理者が行いますので、指定管理業務には含まれません。（ただ

し、指定管理者は、庁舎管理者の定める維持管理負担金および光熱水費を納入する必要

があります。） 

 

４ 指定期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間。ただし、指定管理業務を継続

することが適当でないと認めるときは、指定管理者の指定を取り消すことがあります。 

 

５ 管理に要する経費 

  福井県産業情報センターは利用料金制を採用しているため、福井県産業情報センターの施

設利用にかかる利用料金その他の収入は指定管理者自らの収入とすることができます。 

  福井県が指定管理者に支払う委託料は、福井県産業情報センターの管理にかかる年間支出

見込額から年間収入見込額を差引いた額の５か年分を上限とし、事業計画書において提案の

あった金額に基づき、福井県と指定管理者で締結する協定書で定めることとします。 

 ア ５か年分の委託額６４３，２５５千円以内（消費税および地方消費税額を含む） 

   上記金額は、年間支出見込額１８６，０５３千円から 

   年間収入見込額５７，４０２千円を差引いた金額の５か年分です。 

イ 協定書で定めた委託料は、別紙に定める外部委託費用を除いて原則として精算による増

減額は行いません。ただし、下記のような特別な事情がある場合は、双方協議により協定

書で定める委託料は変更できることとします。 

   ・事故または自然災害、社会情勢の大幅な変化等に対応する必要があるとき 

・燃料価格変動に伴い大幅な費用の増減があったとき 

   ・福井県の施策として、福井県産業情報センターにかかる業務の変更または新たな業 

        務の実施の必要があるとき 

   ・賃金水準をはかる指標の変動による人件費の増減があるとき 

ウ 福井県産業情報センターは、賃金水準をはかる指標の変動に応じて人件費をスライドで

きることとした賃金スライド制度の対象施設となっています。制度適用の有無については、

双方協議の上、基本協定書に定めることとします。 なお、制度の具体的な運用について

は、県ホームページ上の「指定管理者制度における賃金スライド制度運用の手引き」を参

考とすること。 

 エ 別紙に定める外部委託費用の精算による委託料の減額は、公募時の収支計画に記載の金

額に対して、実績額あるいは実績見込み額が減額となる場合に差額分の減額を行います。

詳細は別紙を確認してください。 

 オ 委託料は分割支払いすることとし、分割方法および支払時期については、福井県と指定

管理者で締結する協定で定めることとします。 

 

  指定管理業務に係る経費および収入の経理は、指定管理者の他の業務に係る経理と明確に

区分して明確に管理してください。 

 



６ 消費税の取扱い 

  事業計画書で提案する金額の消費税および地方消費税額は１０％で計算してください。税

率の変更があった場合、協定書を見直し、増税分を福井県で負担いたします。 

 

 

７ 申請に関する事項 

（１）申請資格 

   次のアからオまでの要件のいずれにも該当する法人その他の団体とします。 

   ア 福井県内に主たる事務所を置くまたは置こうとするものであること。 

   イ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立て、会

社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て、または

破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てが行われてい

るものでないこと。 

  ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団またはその利益となる活動を行うものでないこと。 

  エ 国税または地方税を滞納していないものであること。 

  オ 福井県産業情報センターの管理を行うにあたって必要とされる以下の資格または 

   免許等を有し、または有する者を確保できること。 

 ・中小企業診断士もしくはインキュベーション・マネージャー（JBIA 認定）等、イ

ンキュベートルーム等への入居時に入居者への経営指導が出来る者 

 

（２）申請資格についての留意事項 

  ア 団体については、法人格を有しない任意団体でもよいが、個人は対象となりません。 

  イ 複数の団体により構成されたグループによる申請も可能とするが、その場合、グルー 

   プ内の出資割合、費用負担割合等を最大とする団体をグループの代表団体としてあらか 

   じめ定めることとし、その代表団体は、福井県内に主たる事務所を置くまたは置こうと 

   するものであることとします。 

    また、代表団体、構成団体を変更することは、原則として認めません。 

  ウ グループの構成団体は、他のグループの構成員になることはできません。また、単独

での申請もできません。 

  エ 新たに法人等を設立する場合は、その法人等を申請者としてください。申請の時点で 

   設立されていることを要しませんが、福井県議会での指定の議決を受けるまでに、法人

の登記事項証明書または法務局登記官の受領書を必ず提出してください。 

 

（３）選定対象からの除外 

   次のいずれかの要件に該当する場合は、選定対象から除外します。 

   ア 複数の事業計画書等を提出した場合 

   イ 申請者および申請書の代理人ならびにそれ以外の関係者が、選定に対する不当な要 

 求を行った場合、もしくは９(２)に定める選定委員会の委員に個別に接触した場合 

   ウ 提出書類に虚偽または不正があった場合 



   エ 受付期限までに提出書類が整わなかった場合 

   オ 提出書類提出後に事業計画の内容を変更した場合 

   カ その他不正な行為があった場合 

 

 

（４）募集要項および仕様書等の配布 

  ア 配布期間 令和７年８月８日（金）から１０月６日（月）までの平日 

  イ 配布時間 午前９時から午後５時まで  

  ウ 配布場所 福井県産業労働部経営改革課 

 

（５）提出書類 

  ア 指定管理者指定申請書（福井県産業情報センターの設置および管理に関する条例施行

規則(平成６年福井県規則第１８号)）様式第１号） 

  イ 産業情報センターの指定管理業務に関する事業計画書（８で定める事業計画書の別紙

様式４） 

  ウ 定款もしくは寄附行為および法人の登記事項証明書またはこれらに準ずる書類 

  エ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録、貸借対照表、損益計算書

その他財務状況を明らかにする書類（申請の日の属する事業年度または前事業年度に設

立された法人その他の団体にあっては、その設立時における財産目録） 

  オ 申請の日の属する事業年度における事業計画書および収支予算書 

  カ 役員の氏名、住所および略歴を記載した書類（別紙様式１による） 

  キ 産業情報センターの指定管理業務を行う組織および運営に関する事項を記載した書 

   類 

  ク 現に行っている業務の概要を記載した書類 

  ケ 国税および地方税について未納の徴収金がない旨の証明書 

  コ その他知事が必要と認める書類 

 

（６）現地説明会 

ア 第１回現地説明会 

施設名 福井県産業情報センター 

開催日時 令和７年８月２９日（金）午後２時から午後３時まで 

集合場所 福井県産業情報センター ５階 会議室Ｃ 

内  容 ① 募集要項、仕様書等の説明 

② 産業情報センターの施設の視察 

申込方法 令和７年８月２２日（金）午後５時までに、別紙申込書（別紙様式２）

により申込んでください。（郵送、ＦＡＸ、電子メール可） 

申込先 福井県産業労働部経営改革課 

その他 申請予定者は、原則として出席してください。 

出席されない場合でも、説明会での説明事項は、すべて了知されたも

のとみなします。 

 

 



イ 第２回現地説明会 

施設名 福井県産業情報センター 

開催日時 令和７年９月１８日（木）午前１０時から午前１１時まで 

集合場所 福井県産業情報センター ２階 会議室 A 

内  容 ① 募集要項、仕様書等の説明 

② 産業情報センターの施設の視察 

申込方法 令和７年９月１１日（木）午後５時までに、別紙申込書（別紙様式２）

により申込んでください。（郵送、ＦＡＸ、電子メール可） 

申込先 福井県産業労働部経営改革課 

その他 申請予定者は、原則として出席してください。 

出席されない場合でも、説明会での説明事項は、すべて了知されたも

のとみなします。 

 

（７）関係資料の閲覧 

  ア 閲覧期間 令和７年８月８日（金）から１０月６日（月）までの平日 

  イ 閲覧時間 午前９時から午後５時まで 

  ウ 閲覧場所 福井県産業労働部経営改革課 

 

（８）募集に関する質問 

ア 受付期間 令和７年８月２９日（金）から９月５日（金）までの平日および 

令和７年９月１８日（木）から９月２５日（木）までの平日 

  イ 受付時間 午前９時から午後５時まで 

  ウ 受付方法 別紙質問票（別紙様式３）により福井県産業労働部経営改革課に 

  提出してください。（郵送、ＦＡＸ、電子メール可） 

  エ 回答方法 質問者、現地説明会出席者および希望者に対しＦＡＸまたは電子メールに 

 より、令和７年８月２９日（金）から９月５日（金）までに受け付けた質問については

令和７年９月１２日（金）までに、令和７年９月１８日（木）から令和７年９月２５日

（木）までに受け付けた質問については令和７年１０月２日（木）までに回答します。

ただし、軽微な質問については、口頭により回答する場合があります。 

 

（９）提出書類の受付 

  ア 受付期間 令和７年８月８日（金）から１０月６日（月）までの平日 

  イ 受付時間 午前９時から午後５時まで 

  ウ 提出方法 福井県産業労働部経営改革課に持参してください。（郵送の 

場合は必ず書留とし、令和７年１０月６日（月）午後５時必着とします。） 

  エ 提出部数 正本１部 副本７部（副本は複写可） 

 

（１０）申請に当たっての留意事項 

  ア 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、福井県産業情報センターの設置および管理

に関する条例（平成６年福井県条例第５号）、福井県産業情報センターの設置および管

理に関する条例施行規則（平成６年福井県規則第１８号）、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号）、福井県外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成



１１年福井県条例第１号）、福井県財務規則（昭和３９年福井県規則第１１号）、福井県

指定管理者制度基本条例（平成１８年福井県条例第３号）その他関係法令等の規定をす

べて了知のうえで申請してください。 

  イ 提出後の提出書類の変更は認められません。また、必要に応じ追加資料の提出を求め

る場合があります。 

  ウ 申請に要する経費はすべて申請者の負担とします。 

  エ 選定結果として応募者名、審査結果概要等の情報公開を行う場合があることおよび情  

報公開の請求に応じて応募書類等の情報開示を行う場合があることを了知の上で申請

してください。 

  オ 提出書類は返却しません。 

 

８ 事業計画書 

別紙様式４により作成してください。用紙はすべてＡ４縦型とし、必要により図面や資料 

の添付も可能とします。 

 

９ 指定管理者の候補者の選定 

（１）選定の基準 

   指定管理者候補者の選定は、福井県産業情報センターの設置および管理に関する条例第 

  ５条各号に掲げる以下の基準に基づき行います。 

  ア 県民の平等な利用を確保することができるものであること。 

  イ 産業情報センターの効用を最大限に発揮するとともに管理の経費の縮減が図られる 

 ものであること。 

  ウ 産業情報センターの管理を安定して行う能力を有するものであること。 

 

（２）選定の方法 

   複数の外部の有識者等により構成する指定管理者（候補者）選定委員会（以下「選定委

員会」という。）を設置し、提出された事業計画書等に基づき指定管理者の候補者を選定

します。選定委員会は非公開とします。 

  ア 書類審査 提出書類に基づき、応募資格、事業計画書等を審査します。 

         審査の結果は、令和７年１０月１５日（水）までに通知します。 

  イ 面接審査 書類審査の後、申請に係る提案内容についての面接審査を実施します。 

         （令和７年１０月中旬実施予定 別途通知します。） 

  ウ 選定結果 選定の結果は、申請者全員に書面により通知するとともに公表します。 

 

（３）審査項目等 

   選定に当たっては、（１）の選定の基準に基づき、選定委員会において、県民の平等利

用の確保、管理運営事業の計画内容、管理に要する費用、人的・物的な管理能力などの項

目を審査し、総合評価により指定管理者の候補者を決定します。 

 ア 審査基準 

    審査基準および配点は、次のとおりとします。 



審査基準 配点 

１ 県民の平等な利用を確保することができるものであること。 

 ・ 県民の平等利用の確保 

必須 

（確保されな

いと認める場

合は失格） 

２ 産業情報センターの効用を最大限に発揮するものであること。 

 ・ 設置目的と事業内容との適合性 

 ・ 利用者（使用者）のサービス向上のための取組み内容 

 ・ 利用者増加その他利用促進のための取組み内容 

 ・ 利用料金の設定水準および料金に関する提案内容 

 ・ 企業の情報化に関する研修の企画内容 

・ 利用者の意見の反映および業務改善への取組み内容 

 ・ 提案した計画の内容の妥当性、実現可能性および持続性 

４０ 

３ 管理の経費の縮減が図られるものであること。 

 ・ 管理運営に係る県の支出経費 

  （次の算定方法などにより算出する） 

 

 

 

 

 

 ・ 提案した提示額の妥当性、実現可能性および持続性 

３０ 

４ 産業情報センターの管理を安定して行う能力を有するものであ

ること。 

 ・ 人的能力（管理運営組織、人員配置等）の内容 

 ・ 物的能力（収支計画、資金調達、トラブルや危機管理対応、 

   保険対応等）の内容 

 ・ 申請者の実績（同種の施設の管理運営実績） 

 ・ 申請者の安定性および信頼性（財務状況、資産、提携団体） 

 ・ 業務全般に対する取組み姿勢 

 ・ 提案した内容の妥当性、実現可能性および持続性 

３０ 

合  計 １００ 

       

１０ 指定管理者の指定 

（１）選定委員会で候補者を選定した後、福井県定例議会の議決を得て指定管理者として指定 

されます。 

（２）指定管理者として指定されるまでの間に、指定が不可能または著しく不適当となるよう 

な事情が生じた場合は、選定されなかった申請者のうちから新たに候補者を選定すること

があります。 

（３）指定管理者が、正当な理由なくして協定の締結に応じない場合または協定の締結までに 

財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められるに至った場合は、県議会の

議決後であっても、指定を取り消すことがあります。 

 

１１ 管理協定の締結 

   指定管理者として指定された後、指定管理業務に係る詳細事項、経費等を最終的に定め

るため、指定管理者と福井県との間で包括協定および単年度協定を締結します。 

【当該提案者の点数】＝配点（  点）× ②／① 

 ※ ①は当該申請者の提示額 

   ②は最も低額の提示を行った申請者の提示額 



（１）包括協定の締結 

 ア 指定期間全体（５年間）を通じての基本的な事項を定める包括協定を締結します。 

  イ 主な協定内容 

   ・ 指定期間 

   ・ 管理の業務に関する基本的な事項 

   ・ 管理経費に関する基本的な事項 

   ・ 個人情報の保護に関する事項 

   ・ リスク管理、責任分担に関する事項 

   ・ 事業報告に関する事項 

   ・ 指定の取消しおよび業務の停止に関する事項 

（２）単年度協定の締結 

 ア 包括協定に加え、年度ごとに単年度協定を締結します。  

  イ 主な協定内容 

   ・ 当該年度の管理業務に関する事項 

   ・ 当該年度の管理経費に関する事項 

 

１２ 県と指定管理者の責任分担 

（１）県と指定管理者の責任分担は別途管理協定により定めますが、基本方針は次のとおりで

す。 

項  目 内  容 福井県 
指 定 

管理者 

産業情報センターの運営管理 苦情対応、広報等を含む  ○ 

施設、設備、物品等の維持管

理 
  ○ 

施設および設備の利用許可   ○ 

利用料金の収入   ○ 

利用料金の減免の承認   ○ 

行政財産の目的外使用許可お

よび貸付け 
 ○  

行政財産の目的外使用許可・

貸付負担金の徴収 

行政財産の目的外使用許可・貸付けに係る光熱

水費等の徴収 
 ○ 

保険への加入 
火災保険（火災、落雷、風水害、雪害、氷害等） 

利用者賠償保険ほか 

○  

○ 

災害時の対応 

連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置 

指揮、指示等、復旧措置 

経費負担 

 

○ 

協議事項 

○ 

 

協議事項 

利用者等の第三者への 

損害賠償 

施設本来の瑕疵によるもの 

施設管理上の瑕疵によるもの 

上記以外のもの 

○ 

 

協議事項 

 

○ 

協議事項 

包括的な管理責任  ○  

物価等の変動 
物価等の上昇によるもの 

施設の運営に重大な影響を及ぼすもの 

 

協議事項 

○ 

協議事項 

賃金水準をはかる指標の  

変動 

賃金水準をはかる指標の変動による人件費の 

増減 
協議事項 協議事項 

需要の変動 利用者数および利用料金収入の増減  ○ 

資金調達等 金利変動を含む  ○ 



法令等の変更 
施設の設置基準および管理基準に係るもの 

指定管理者自体に係るもの 

○  

○ 

税制度の変更 
指定管理者制度全般に係るもの（消費税等） 

指定管理者自体に係るもの（法人税等） 

○  

○ 

施設の設置、業務内容等の 

変更 

県の施策の展開に伴う施設の設置、業務内容等

の変更 
○  

不可抗力 

県と指定管理者双方の責めに帰すことができ

ない事由による経費の増加（保険で対応するも

のを除く。） 

不可抗力による業務の中止、延期等 

 

○ 
 

 

 

○ 

事業の休止等 

物件所有者の責任による休館、事業中止等 

施設管理上の瑕疵による休館、事業中止等 

改修・修繕・保守点検による休館、事業中止等 

○  

○ 

○ 

管理物件の変更 

本来の効用の増加を目的とするもの 

指定管理業務の効率的な実施を目的とするも

の 

○ 

 
 

○ 

施設、設備の修繕 

１件当たりの見積額が１００万円以上のもの 

     〃    １００万円未満のもの 

事故・災害等の不可抗力によるもの 

施設管理上の瑕疵によるもの 

○ 

 

協議事項 

 

 

○ 

協議事項 

○ 

物品の購入 

基本協定書別表に記載の物品 

基本協定書別表に記載していない物品で１件
当たりの見積額が１０万円以上のもの 
基本協定書別表に記載していない物品で１件

当たりの見積額が１０万円未満のもの 

○ 

事前協議 

 

 

 

 

事前協議 

 

○ 

 

利用者および周辺地域住民 

への対応（苦情、要望等） 

施設設備の設置自体に対するもの 

指定管理業務に対するもの 

地域との協調および協力 

上記以外のもの 

○ 

 

 

協議事項 

 

○ 

○ 

協議事項 

安全の確保および環境の保全 
指定管理業務における安全性の確保ならびに

周辺環境への配慮および保全 
 ○ 

セキュリティ 
管理、警備等の瑕疵による情報漏えい、犯罪発

生等 
 ○ 

事業終了および引継ぎ 
指定期間満了または指定の取消し等に係る明

渡しおよび業務引継ぎに関する費用 
 ○ 

 

１３ 事業の継続が困難となった場合の措置 

（１）指定管理者は、事業の継続が困難になった場合またはそのおそれが生じた場合、速やか 

  に福井県に報告しなければなりません。 

（２）指定管理者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合またはそのお 

  それが生じた場合は、福井県は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期限を定め

て改善策の提出および実施等を求めることができます。この場合、指定管理者が当該期限

内に改善することができなかったときは、福井県は、指定管理者の指定を取り消し、また

は指定管理業務の全部もしくは一部を停止させることができます。 

（３）指定管理者が管理協定の締結までに次の事項に該当するに至った場合、福井県は指定管

理者の指定を取り消すことができます。 

  ア 指定管理者が正当な理由なくして管理協定の締結に応じない場合 

  イ 財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められるに至った場合 



  ウ その他著しく社会的信用を損なう行為等により指定が不可能または著しく不適当と 

 なるような事情が生じた場合 

（４）上記（２）または（３）により指定管理者の指定が取り消され、または指定管理業務を

停止された場合であっても、福井県は指定管理者に生じた損害の賠償の責を負わないほか、

指定管理者は福井県に生じた損害を賠償しなければなりません。 

（５）不可抗力その他福井県または指定管理者の責めに帰することができない事由により指定

管理業務の継続が困難となった場合は、福井県と指定管理者は継続の可否について協議す

ることとします。 

 

１４ その他 

（１）指定管理者は、令和８年４月１日から指定管理業務を円滑に遂行できるよう、自らの 

責任および負担において人的・物的体制を整備してください。 

（２）令和８年４月１日までに申込みのあった施設利用や実施が決定している事業につい 

ては、現在の指定管理者から原則として引き継いでください。 

（３）指定期間の満了または指定の取消し等により、次期指定管理者に指定管理業務を引き継 

ぐ場合は、施設の管理運営に支障が生じないよう円滑な引継ぎに協力するとともに、指定 

管理業務に係る必要データ等の提供をしていただきます。 

（４）福井県が行政財産の目的外使用許可をしている区域については、許可を受けた団体が引 

き続き入居する予定です。 

（５）担当およびお問い合わせ先 

    福井県産業労働部経営改革課 産業DXグループ 

    〒910-8580 福井市大手３－１７－１ 

      電話  0776-20-0537    

      FAX  0776-20-0371   

      メール keieikaikaku@pref.fukui.lg.jp 

  

mailto:keieikaikaku@pref.fukui.lg.jp


 

（様式） 

  

   別紙様式１   役員名簿 

 

  別紙様式２   福井県産業情報センター指定管理者現地説明会 参加申込書 

 

別紙様式３   福井県産業情報センター指定管理者募集要項等に関する質問票 

 

別紙様式４   福井県産業情報センターの管理に関する事業計画書 

 

別紙      別に定める外部委託費用の精算について 

 

 


